
（平成２６年６月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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・市有財産の適正
な維持管理と有効
活用の推進を図
る。

・市有財産の適正
な維持管理と有
効活用の推進を
図る。

・市有財産の適正
な維持管理と有効
活用の推進を図
る。

主な事業の
実績・計画

・市有財産維持管理経費等
（庁舎除く）６，８８２千円
　市有財産にかかる光熱水
費、手数料、保険料、草刈等
の委託料などの維持管理経
費

・平成26年4月から新たに管
財室の所管となった元小学校
3校を含めた市有財産につい
て、適正な維持管理を行う。
・未利用財産の有効活用の推
進を図る。

会計区分

一般会計

総務費

総務管理費

　市有財産維持管理事業（普通財産の管理）

H.27年度(事業計画) H.28年度(事業計画)

重点施策コード 5-1.財政健全化の実現

H.25年度（事業量・取組実績） H.26年度（事業量・取組計画）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

総
合
計
画

政 策 新しい時代を拓く自立と協働による地域経営

基本政策 持続可能な市政運営

施 策 効果・効率的な市政

小 施 策 行政資源の有効活用

(H.26)No.

財産管理費

5001

総務部 管財室 旭　久子

事務事業名

担当部局名

（中事業名）※予算書事業名

財産管理費

5001 (H.25)No.

事業コード 022001

事業内容

H.29年度(事業計画)

担当室名 室長名 （小事業名）

財産管理費 財産管理費

事業目的（めざす効果）

　普通財産の効率・効果的な管理と新たな財源の確保
を図るため、財産の活用や処分等について検討を進め
ます。

(1)

(2)

５．今後の方向性（担当室による内部評価）

人
工
数

②概算人件費 7,095千円

0.90人 0.90人 0.90人

0.15人 0.15人

0.90人

①+②総事業費

臨時職員等

職員

20,195千円

0.15人

(0千円) 7,095千円 7,095千円

0.15人

20,195千円(0千円) 13,977千円 20,258千円 20,195千円

0.15人

7,095千円 7,095千円

内
訳

(

千
円

)

国･県支出金

その他（諸収入等）

地方債

一般財源 (0)

419

12,6806,742 12,744

0.90人

140

13,100千円

420

12,680 12,680

6,882千円 13,163千円 13,100千円 13,100千円

H.26年度(作成時予算額)H.25年度（決算見込）

平成26年度から新たに管財室の所管となった元小学校の建物、土地
については、適正に管理していく必要がある。また、未利用財産につ
いては、地域の意向に沿った貸付を行うなど有効活用を図る必要が
ある。

考察（H.25年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

普通財産の適正な維持管理を行うとともに、引き続き地域や事業者等
へ貸付を行った。売却予定の市有地については、市有地販売紹介料
支払制度の活用等により、売却を完了した。鴻之台公共施設用地（2
工区）については、現在、貸付先の事業者により施設開設に向けた工
事が進められている。

420 420

①直接事業費

H.29年度(計画予算)H.28年度(計画予算)H.27年度(計画予算)

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（現行）

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

未利用地の売却件数及び有効利用による効果額が目標値を超え、
歳入の確保を図ることができた。このことにより未利用地の維持管理
経費の縮減が見込まれる。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

Ａ（２つ以上の施策指標達成に貢献又は基本方針達成に特に貢献）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

該当しない

市有財産を適正に管理する事業であり、現在の手法を基本として引き続き推進する。

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由


